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１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

(1) 対象地域 【資料１ 対象地域図】

構成市名 横浜市 

面 積 434.98ｋ㎡ 

人 口 3,681,279 人（平成 22 年９月１日現在） 

(2) 計画期間

本計画は、平成 23 年４月１日から平成 30 年 3 月 31 日までの７年間を計画期間とする。

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直すも

のとする。 

(3) 基本的な方向

未来を担う子供たちに美しい地球環境・豊かな都市環境を引き継ぐためには、廃棄物対策

として、リデュース（Reduce 発生抑制）・リユース（Reuse 再使用）・リサイクル（Recycle

再生利用）（以下、それぞれの頭文字の“Ｒ”を取り「３Ｒ」という。）を進めることで、天

然資源の消費を抑制し、環境負荷をできる限り低減した循環型社会の実現に取り組む必要が

ある。 

リサイクルが市民・事業者の間に一定程度定着した今日においては、循環型社会の実現を

確固たるものにするために、リデュースをはじめとする３Ｒの一層の推進となお残るごみの

適正処理を図り、化石燃料等の枯渇性資源や希少金属などの確保の視点を持ちながら、限り

ある資源・エネルギーの有効活用と確保に努め、将来に過大な負担を残さないよう、コスト

と環境負荷低減効果のバランスを検証する視点を常に持ち続け、限られた財源で最良の廃棄

物対策を進める。 

また、し尿等の処理については、下水道認可区域外や地形的な問題等で下水道に接続でき

ない世帯・事業所等のくみ取り便所及び浄化槽等について、安定的なし尿及び浄化槽等汚泥

の処理を行うとともに、災害時に地域防災拠点に設置される仮設便所について、衛生的かつ

迅速なし尿収集の実施に必要な体制を整える。 

(4) 広域処理の検討状況

「神奈川県循環型社会づくり計画」において、本市は単独ブロックのため、現段階では広

域処理の検討を行っていない。 

２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

(1) 一般廃棄物等の処理の現状

平成 21 年度の一般廃棄物の排出、処理状況は図１のとおりである。

総排出量は 1,278,935 トンであり、再生利用される「総資源化量」は 359,984 トン、リサ

イクル率（＝（直接資源化量＋中間処理後の再生利用量＋集団回収量）／（ごみの総処理量

＋集団回収量））は、28.1％である。

中間処理による減量化量は 793,356 トン（焼却量―焼却残さ量）であり、排出量（集団回

収量を除く）の約 72％が減量化されている。また、処理後最終処分量に直接最終処分量を加

えた 125,595 トンが埋め立てられている。 

なお、中間処理量はすべて焼却量である。焼却施設では、発生する蒸気を工場内で利用す

るほか、余剰蒸気を余熱利用施設へ供給している。また、蒸気タービン発電機により発電し、
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工場内で利用するほか、余剰電力を電気事業者に売却したり、余熱利用施設等に供給してい

る。 

 

図１ 一般廃棄物の処理状況フロー 

 

(2) 生活排水処理の現状 

平成 21 年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥等の排出量は次のとおりである。 

生活排水処理対象人口は、全体で 3,672,985 人（平成 22 年４月１日現在）であり、水洗化

人口は、3,653,076 人、汚水衛生処理率 99.5％である。 

し尿発生量は 8,436 kl／年、浄化槽汚泥発生量は、28,079 kl／年であり、処理・処分量

（収集・運搬量）は 36,515 kl／年である。 

 

 

図２ 生活排水の処理状況フロー 

（単位：千トン）

集団回収量

181

168 （15.3%） （1.0%）

129 （11.7%）

1,098 （100%） 922 （84.0%） （10.7%）

排出量

1,098 793 （72.2%）

8 （0.7%） 126 （11.4%）

※端数処理のため、各数値の合算値が合わない場合がある。

0

360

総資源化量

処理後再生利用量

処理後最終処分量

最終処分量

11

118

計画処理量

自家処理量

直接資源化量

中間処理量

直接最終処分量

減量化量

処理残さ量

3,646,223人 （99.3%）

3,653,076人 （99.5%） 0人 (0%)

6,853人 （0.2%） 28,079 ｋｌ／年

3,672,985人 (100%)

13,158人 （0.4%）

19,909人 （0.5%）

6,751人 （0.2%） 8,436 ｋｌ／年

公共下水道

し尿発生量

浄化槽汚泥発生量

総人口

処理人口

未処理人口

集落排水施設等

合併処理浄化槽等

単独処理浄化槽

非水洗化　人口
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(3) 一般廃棄物等の処理の目標 【資料２ 目標設定に関する資料】 

本計画の計画期間中においては、循環型社会の実現を目指しそれぞれの施策に取り組んで

いくものとする。 

 

表１ 減量化、再生利用に関する現状と目標 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー 

（単位：千トン）

集団回収量

192

205 (20.3%) (1.8%)

111 (11.0%)

排出量 1010 (100%) 798 (79.0%) (9.2%)

1010 687 (68.0%)

7 (0.7%) 100 (9.9%)

※端数処理のため、各数値の合算値が合わない場合がある。

総資源化量

415

直接資源化量 処理後再生利用量

処理残さ量 18

計画処理量 中間処理量 処理後最終処分量

0

最終処分量

減量化量 93

自家処理量 直接最終処分量

事業系 346,102 ﾄﾝ 314,000 ﾄﾝ (▲9.3%)

１事業所当排出量※ 3.1 ﾄﾝ 2.9 ﾄﾝ (▲6.5%)

生活系 752,062 ﾄﾝ 696,000 ﾄﾝ (▲7.5%)

１人当排出量 205 kg/人 186 kg/人 (▲9.3%)

168,436 ﾄﾝ

（15.0%）

180,771 ﾄﾝ

（－%）

中間処理後 10,777 ﾄﾝ

再生利用量 （1.0%）

中間処理による 793,356 ﾄﾝ

減量化量 （72.3%）

125,595 ﾄﾝ

（11.4%）

＜用語の定義＞

・「排出量」：集団回収されたごみを除く、出されたごみ量（本市では収集搬入量）

・「再生利用量」：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和

・「減量化量」：中間処理量と処理後の残さの差

・「最終処分量」：埋立処分された量

※　排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、

　　 総資源化量は排出量＋集団回収量に対する割合

※　（１事業所当排出量）＝（事業系ごみの排出量）／（事業所数）

　事業所数は、横浜市内11万事業所として算出

※　（１人当排出量）＝（生活系ごみの排出量）／（人口）

指標 平成21年度実績
目標達成時のごみ量

（平成30年度）

（－%）

18,000 ﾄﾝ

（1.8%）

(▲8.0%)

再生利用量

直接資源化量
205,000 ﾄﾝ

（20.3%）

集団回収量
192,000 ﾄﾝ

排出量

計 1,098,164 ﾄﾝ 1,010,000 ﾄﾝ

最終処分量 埋立最終処分量
100,000 ﾄﾝ

（9.9%）

計 359,984 ﾄﾝ 415,000 ﾄﾝ

減量化量
687,000 ﾄﾝ

（68.0%）
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(4) 生活排水処理の目標 

生活排水処理については、公共下水道が整備されるまでの間、合併処理浄化槽を設置する

よう適正に指導する。 

 

表２ 生活排水処理に関する現状と目標 

 

 

 

図４ 目標達成時の生活排水の処理状況フロー 

公共下水道 3,646,223人 (99.3%) 3,721,000人 (99.6%)

農業集落排水施設等 0人 (0%) 0人 (0%)

合併処理浄化槽等 6,853人 (0.2%) 2,000人 (0.1%)

未処理人口 19,909人 (0.5%) 12,000人 (0.3%)

合計

くみ取りし尿量

浄化槽汚泥量

合計

し
尿
・
汚
泥
の
量

8,436 ｷﾛﾘｯﾄﾙ 6,000 ｷﾛﾘｯﾄﾙ

28,079 ｷﾛﾘｯﾄﾙ 19,000 ｷﾛﾘｯﾄﾙ

36,515 ｷﾛﾘｯﾄﾙ 25,000 ｷﾛﾘｯﾄﾙ

項目 平成21年度実績 平成30年度目標

処
理
形
態
別
人
口

3,672,985人 3,735,000人

3,721,000人 （99.6%）

3,723,000人 （99.7%） 0人 (0%)

2,000人 （0.1%） 19,000 ｋｌ／年

3,735,000人 (100%)

9,000人 （0.2%）

12,000人 （0.3%）

3,000人 （0.1%） 6,000 ｋｌ／年

単独処理浄化槽

未処理人口

非水洗化　人口 し尿発生量

公共下水道

処理人口 集落排水施設等

合併処理浄化槽等 浄化槽汚泥発生量

総人口
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３ 施策の内容 

(1) 発生抑制、再使用の推進（生活排水処理含む） 

ア ごみ・環境情報の積極的な提供 

３Ｒ行動をはじめとする環境行動や環境に配慮した事業活動を、市民・事業者の間に定

着させるため、広報紙やホームページなど様々な媒体を活用して、環境行動を呼びかける

機会を拡充するとともに、市民・事業者が自らの行動に意義を見出してもらえるよう、環

境負荷低減効果やごみ処理にかかる費用など、統計や分析に基づくデータを適宜分かりや

すく提供する。 

また、発信する情報としては、ごみの分け方・出し方はもちろんのこと、リデュースの

取組を重点的に取り上げるとともに、対象者のニーズにあわせて、必要な情報を分かりや

すく手に取りやすい形で提供するなど、市民・事業者の環境意識の向上を図る。 

 

イ 地域に密着した情報発信等 

市民に確実に情報を届けられるよう、身近な場所での情報提供を充実する。事務所・工

場が、地域への情報発信の場、環境学習の拠点として活発に利用されるよう、職員力を発

揮して創意工夫を重ねながら、身近な場所で楽しく分かる・見えるを目標に、啓発機能の

充実・強化を図る。 

 

ウ 環境行動を実践する人づくり 

普及啓発や環境学習施策の実施体系を整理して、地球環境問題など新たな視点も踏まえ

た内容に更新するなど、更に効率的・効果的なものへと改善を図る。出前講座には、ごみ

問題や地球環境問題などの多様なメニューを用意し、地域や学校での積極的な活用を図る。 

また、市民の自主的・自発的な取組を促進するため、一人ひとりの意欲や生活の実情に

応じて各自で選択できる３Ｒ行動の目標を設定し、周知を図る。 

さらに、地域との連携をより一層強化するため、地域人材を中心に、ごみ減量・リサイク

ルのための新たな推進体制を確立し、市民の意欲が実を結ぶよう環境整備を図る。 

 

エ 市民・事業者・行政の協働によるリデュースの推進 

ごみとなるものを生み出さないリデュースは、３Ｒの中で最も優先すべきものであり、

市民のライフスタイル・事業者のビジネススタイルの転換を進めることが重要である。地

域・市民団体や事業者などの各主体間がアイディアを提案・共有する場として、｢ヨコハマ

Ｒ
リデュース

ひろば｣を設置し、さらに、具体的な取組への発展を目指して、横浜ならではのリデ

ュースモデルを構築する。 

また、事業者に対して、より環境負荷の低い製品等の生産・販売及びサービスの提供と、

それらの情報発信を積極的に行うよう、様々な方法により働きかける。 

 

オ 経済的手法等の検討 

生活系ごみの有料化などの経済的手法は、ごみの発生抑制や分別の促進を図るとともに、

市民がごみの減量化・資源化を意識し、行動していく上でのインセンティブとなる仕組み

のひとつとして有効であると考えている。 

今後、経済的手法等の検討にあたっては、ごみ処理にかかる費用と本市の財政状況、ご

み量の推移と他都市の動向を注視しつつ、市民負担の公平性の確保とリデュースの推進な

どの観点から、長期的視点に立って生活系ごみの有料化を検討する。 
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(2) 処理体制（生活排水処理含む） 

ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後【資料３ 横浜市における分別収集品目別資源化量】 

(ｱ) 分別の状況 

生活系ごみの徹底的な分別とリサイクルの推進に向け、すべての市民が参加・協力で

きる仕組みを作ることとし、分別収集品目をプラスチック製容器包装や古紙・古布など

を加えた 10 分別 15 品目による収集を実施している。 

今後は、その他の紙やプラスチック製容器包装など、燃やすごみに依然として含まれ

る資源物については、より一層の分別の徹底を図ることとし、分別収集した資源物は、

費用対効果の観点から最も望ましい手法で確実にリサイクルを推進する。 

 

(ｲ) 処理・処分の状況 

生活系ごみのうち、燃やすごみは週２回、資源物は品目により週２回から月２回の頻

度で、本市職員と委託業者が収集している。粗大ごみは、申込制による戸別収集を委託

業者が行っている。 

燃やすごみ等の処理は本市の焼却工場で行っているが、ごみの減少に伴って、平成 17

年 10 月に栄工場を、平成 18 年 11 月に港南工場を廃止するとともに、平成 22 年４月に

保土ケ谷工場を一時休止し、現在は４工場体制となっている。 

一方、最終処分場については、内陸部の神明台処分地と海面の南本牧廃棄物最終処分

場（第２ブロック）により、焼却残さと燃えないごみの埋立処分を行っている。 

今後も、市民から信頼されるごみの処理・処分を行うため、温室効果ガス排出量の削

減や環境負荷の低減、コスト削減などに配慮しながら、適切な施設整備、運営を行うこ

とで、安全・安定で効率的な処理体制を構築する。 

 

(ｳ) 事業者回収の促進等 

高齢社会の進展により、在宅医療廃棄物が増加しており、収集業務等に支障をきたし

ていることから、薬局や病院等の医療機関の協力による自主回収を推進する。 

また、本市の施設で適正な処理が困難な消火器やバッテリーなどの排出禁止物につい

ては、販売店等の協力による店頭回収を推進する。これらの徹底を図るため、市民への

情報提供を積極的に行うとともに、適正処理推進の働きかけを関係事業者に行うことと

あわせ、法に基づく制度化を国に求めていく。 

さらに、法令ではスプリングマットレスなどを適正処理困難物に指定し、製造業者等

にその適正処理の協力を求めることができるとされているが、十分な対応が図られてい

ない状況にあるため、事業者への働きかけを行うとともに、実効性のある制度となるよ

う、国に働きかけていく。 

 

(ｴ) 資源集団回収の推進 

ごみの減量と資源再利用を目的として、古紙類、布類、金属類、びん類の回収を、自

治会・町内会、子ども会、老人会、ＰＴＡ等市内約 4,000 団体が実施している。 

今後も、市民による自主的なリサイクル活動を促進するとともに、地域コミュニティ

の活性化に資するよう、行政回収から資源集団回収への切替を進める。 

 

(ｵ) 資源回収拠点の整備 

資源物のリサイクルとごみの減量化を推進するため、常設の資源回収拠点を設置し、

市民の方々が持ち込む資源物を回収している。 

「港南資源回収センター」では、新聞、雑誌、その他の紙、段ボール、紙パック、布
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類、缶、ペットボトル、びんを回収している。 

一部の区役所・地区センター・コミュニティハウスなど 115 か所に設置した「資源回

収ボックス」では、新聞、雑誌、その他の紙、紙パック、布類を回収している。 

さらに、各区資源循環局事務所に資源物の拠点回収（センターリサイクル）を設けて

いる。 

今後も、多様なルートを確保し、市民が自主的に資源物を持ち込める回収拠点の整備・

運営を推進する。 

 

(ｶ) 新たなリサイクル 

新たな分別・リサイクルの実施に当たっては、費用とのバランスを見ながら、その時

点で、環境負荷の低減に最適な手法を選択するよう努める。 

燃やすごみに含まれるバイオマスの有効活用の方策として、生ごみのリサイクルを推

進するとともに、希少金属（レアメタル）含有製品の効率的な回収・リサイクル手法を

検討し、実施する。 

また、未分別品目であるせん定枝、廃食用油、プラスチック製品、陶磁器くず等につ

いて、費用対効果の観点から、最適な主体・手法を検討する。 

 

イ 事業系ごみの処理体制の現状と今後 

(ｱ) 事業系ごみの減量・リサイクル 

事業者に対して、責任ある社会の一員として、自らの排出するごみの減量・リサイク

ルを確実に行うよう、様々な方法により働きかけることとし、特に、事業系の燃やすご

みに依然として含まれる食品廃棄物、せん定枝などのリデュース・リサイクルを促進す

る。 

また、市役所ごみゼロを引き続き推進し、排出事業者として率先してごみの減量・リ

サイクルに取り組み、すべての職員が分別・ごみ減量に関する知識を共有して業務を遂

行する。 

 

(ｲ) 事業系ごみの適正処理 

事業所から排出される廃棄物については、産業廃棄物も含めた総合的な適正処理の指

導が重要であり、現在策定中の「第６次産業廃棄物処理指導計画」との整合を図りつつ、

一般廃棄物と産業廃棄物指導の連携による適正処理や減量・リサイクルなどを一体的に

進める。 

また、焼却工場での厳格な搬入物検査・指導を継続するとともに、事業所立入調査に

よる適正処理指導、リサイクルに関する情報提供や講習会の開催等の普及啓発を通じた

分別の徹底やリサイクルへの誘導を図る。 

 

(ｳ) 環境行動を実践する事業者との連携 

事業者のごみ減量・リサイクルに対する自主的な取組を活発化させることとし、事業

者の意欲の継続と向上につなげるためにより効果的な支援のあり方を検討する。 

 

(ｴ) リサイクル事業者等の育成 

排出事業者に対する相談・指導・啓発を通じて、事業系ごみの民間のリサイクル施設

の利用促進を図り、リサイクル事業者等の育成につなげる。 

 

 

7 / 39



ウ 生活排水処理の現状と今後 

(ｱ) し尿処理 

引き続き、概ね月２回を前提とした収集を行うことにより、衛生的な処理を図る。 

また、仮設便所については、利用者の申請に応じて迅速に収集を行う。 

なお、現在は事業活動に伴う仮設便所について有料で収集しているが、下水道処理区

域になって３年以上経過しても下水道に接続されない世帯・事業所等のくみ取り便所に

ついては無料で収集している。このため、下水道処理区域のくみ取り便所について適正

な受益者負担のあり方を検討していく。 

 

(ｲ) 浄化槽維持管理 

浄化槽の設置及び維持管理が適正に行われるよう、浄化槽設置者及び浄化槽管理者に

対して必要な指導を行うほか、大型浄化槽の水質検査等を実施する。また、浄化槽清掃

業許可業者による清掃の実施及び発生汚泥の適正な処理を図る。 

 

(ｳ) 災害時のし尿対策 

災害時は、地域防災拠点に設置された多数の仮設便所から衛生的かつ迅速にし尿を収

集し、水再生センターへ運搬する必要がある。このため、し尿処理量は減少傾向にある

が、災害時に適切な対応が行えるよう、必要な体制を整備していく。 

また、地域の防災訓練等に積極的に参加し、災害時のし尿対策について情報提供や普

及啓発を行う。 

 

エ 今後の処理体制の要点【資料４ 現有処理施設の概要】 

(ｱ) 安全で安定した処理・処分 

老朽化する焼却工場の長寿命化を図るとともに、プラント更新等が必要となる工場に

ついては、ごみ量等を考慮したうえで必要な処理能力や埋立量の削減に資する新技術の

導入可能性等を勘案しながら検討を進め、将来にわたって安定して効率的な処理体制の

構築を目指す。 

また、周辺に配慮した環境負荷の少ない埋立処分を行うため、既存処分場の運営に万

全を期すとともに、埋立が終了した処分場の適正管理に努める。あわせて、限りある既

存処分場をできるだけ長く有効に使用するため、残余容量や財政状況等を考慮しつつ、

焼却灰の有効利用や既に埋立処分された廃棄物を減容し、埋立処分量の増加方法を検

討・実施する。そのうえで、将来にわたって安定した埋立処分体制を確保するため、引

き続き、南本牧第５ブロックに排水処理施設等を含めた処分場の整備を進める。 

さらに、市民が安心して暮らせるように、災害時に備えたごみ処理体制を確保する。 

 

(ｲ) 資源物の中間処理施設の整備・運営 

安定的なリサイクルの推進を図るため、老朽化する缶・びん・ペットボトルの中間処

理施設の整備・運営を進める。 

また、施設の改修にあわせ、分別収集方式についても再度検討し、効率的かつ安定し

た分別・リサイクル体制の確立を進める。 

 

(ｳ) ごみ処理における環境負荷の低減 

環境負荷の低減に資するため、ごみ発電の効率化や環境対応の収集車両の導入など、

ごみ処理のすべての段階において、より一層の温室効果ガス排出量の削減を進める。 
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(ｴ) 運営の効率化 

廃棄物行政においても、効率的・効果的な事業執行が求められており、適正処理を確

保しつつ、効率的な体制を検討・実施する。 

資源物の収集・運搬業務については、委託拡大に向け、検討・実施する。 

焼却工場については、燃やすごみが減少する中で、より効率的なごみ発電を行い、で

きる限り売電収入の確保に努めるとともに、より効率的な運転管理体制の構築を検討・

実施する。プラント更新等に当たっては、ごみ量の推移を見極め、配置や規模、処理方

法等を検討し、必要な能力を確保しつつ、ごみの焼却や収集・運搬における効率性の確

保、環境負荷の低減などを進める。 

 

(ｵ) ３Ｒや適正処理の推進に係る各課調査・研究 

３Ｒや適正処理の推進のため、環境調査を実施するとともに、市民にごみ・環境問題

がより身近に感じられるよう、環境負荷低減効果やコスト削減効果に関する分かりやす

い評価指標を導入し、施策・事業の効果測定を行う。 

また、新たなリサイクル技術や処理・処分技術に関する調査・研究を継続して実施す

る。 
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表
３
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活
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状
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）
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。
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(3) 処理施設の整備 

上記(2)の分別区分及び処理体制で処理を行うため、必要な施設整備を行う。 

新たに、上記「(2)エ(ｱ) 安全で安定した処理・処分」にある各事業を実施するため、表

４のとおり必要な施設整備を行う。 

 

表４ 整備する処理施設 

事業番号 整備施設種類 事 業 名 処理能力 設置予定地 事業期間 

１ 焼却施設 都筑工場震災対策事業 1,200t/日 都筑区平台 27-1 H22～H23 

２ 焼却施設 都筑工場長寿命化対策事業 1,200t/日 都筑区平台 27-1 H26～H29 

３ 
最終処分場 

（第２ブロック） 

南本牧第２ブロック廃棄物 

最終処分場減容化対策事業 

約 427 万㎥ 

(25 万㎥分増量) 

中区南本牧 4 番地

先 
H26～H29 

４ 
最終処分場 

（第５ブロック） 

南本牧第５ブロック廃棄物 

最終処分場排水処理施設等 

整備事業 

400 万㎥ 

（排水処理能力

1,500 ㎥/日） 
中区南本牧 4-3 H26～H29 

 

（整備理由） 

事業番号１ 昭和 56 年新基準導入前に建設され、現行の耐震設計基準を満たさない焼却工場の耐震化 

事業番号２ 劣化の進行した基幹的設備の改良による10年程度の焼却工場の長寿命化と温室効果ガスの

発生抑制 

事業番号３ 現有処分場における埋立廃棄物の減容化による埋立容量の確保 

事業番号４ 平成 29 年から埋立を開始する新規処分場の浸出水の処理施設整備 

 

(4) 廃棄物処理施設における長寿命化総合計画策定支援事業 

(3)の施設整備に先立ち、表５のとおり計画支援事業を行う。 

 

表５ 実施する計画支援事業 

事業番号 事 業 名 事業内容 事業期間 

５ 都筑工場長寿命化計画等策定事業 
長寿命化計画の作成 

発注仕様書の作成 
H25 

 

(5) その他の施策 

ア 市民ニーズに対応したきめ細やかなサービスの提供 

日々の暮らしに密接に関係するごみ出しについて、少子高齢社会の進展など社会構造の

変化や多様化に基づく市民ニーズにこたえつつ、持続可能な新たな仕組みの構築に取り組

む。 

ふれあい収集・狭路収集・粗大ごみ持ち出し収集について、きめ細やかな対応を行うと

ともに、定時収集や戸別収集など新たな取組についても検討・実施する。 

 

イ 地域コミュニティの支援 

地域コミュニティの支援の一環として、また、ごみ減量・リサイクルに対する市民の自

主的・自発的な取組を促進するため、市民がごみに関して気軽に相談できる総合的な窓口
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を各事務所に設置する。また、分別の徹底していない集合住宅への分別啓発を実施すると

ともに、通りがかりの不法投棄防止のため、問題となっている集積場所の移動・分散を地

域に働きかけるなど、集積場所問題の解決を支援する。 

 

ウ 地域と連携したきれいなまちづくり 

市民が自分たちのまちに誇りと愛着を持てるよう、地域と一体となって、きれいなまち

づくりを推進する。ごみ出しルールの浸透を図るとともに、ポイ捨てや不法投棄防止の取

組、集積場所の改善を進める。 

 

エ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

本市は、「横浜市防災計画」、「横浜市国民保護計画」及び「横浜市緊急事態等対処計画」

の３つの計画を策定し、市民の安全を確保するための危機管理の基本を定めた。その中で、

地震等の災害時のトイレ対策として、災害対策用仮設トイレやトイレパックの備蓄を行っ

ている。 

新潟県中越地震や新潟県中越沖地震の発災時には、被災地での避難所や市内からのし尿

やごみの収集作業の応援を行うため、応援職員と収集車両を派遣した。また、災害用トイ

レを充実させるため、支援物質としてトイレパックの搬送を行った。 

今後も、広域避難場所へのトイレ対策の推進等、総合的かつ計画的な施策の推進を図る。 

また、ごみ処理対策として、焼却工場などの処理施設の破損や、道路が寸断されるなど

によって、ごみが搬入できなくなる状況を想定し、ごみの仮置場の選定を進めている。 

 

 

４ 計画のフォローアップと事後評価 

(1) 計画のフォローアップ 

本市は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じて、

神奈川県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。 

 

(2) 事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、速やかに計画の事後評価、目標達成状況の評価

を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとする。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すものと

する。 
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１ 対象地域図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

面積：434.98km2 

人口：3,681,279 人 

世帯数：1,589,869 世帯 

（平成 22 年９月１日現在） 

資 料 １ 
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現状 中期４か年計画最終年度 計画最終年度

平成21年度 平成25年度 平成37年度

（2009年度） （2013年度） （2025年度）

 総排出量（ごみと資源の総量）（トン） 128万 124万 115万
 対平成21年度削減量（トン） - ▲４万 ▲13万
 ごみ量（トン） 93万 88万 71万
 資源化量（トン） 35万 36万 44万
 焼却量（トン） 92万 87万 70万
 焼却灰量（トン） 13万 12万 10万
 焼却灰資源化処理量（トン） １万 ３万 ４万
 最終処分量（トン） 13万 10万 ７万
 人口（人） 367万 371万 374万

２ 目標設定に関する資料 

 

【総排出量（ごみと資源の総量）の削減】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 料 ２ 

（生活系ごみ）・資源化可能な古紙・プラスチック製容器包装の分別徹底 
・未使用レジ袋の廃棄や食べ残し等の削減 
・簡易包装や容器包装の薄肉化の推進 
・生ごみの水きりの推進とリサイクル など 

（事業系ごみ）・事業所の食品廃棄物のリサイクルの促進 
・資源化可能な紙類・プラスチック類の分別や適正処理の徹底 など 

削減に向けた取組 

▲10％以上 ▲３％以上 
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３ 分別収集品目別資源化量（平成21年度実績） 

 

 

 

 

品   目 量（トン） 

缶 10,651 

びん 21,604 

ペットボトル 12,087 

小さな金属類 5,124 

プラスチック製容器包装 48,553 

スプレー缶 546 

古紙 25,999 

古布 3,473 

蛍光灯・電球（燃えないごみ） 216 

乾電池 435 

粗大金属 6,406 

ガラス残さ 5,579 

その他（生ごみ、せん定枝、） 89 

合   計 140,762 
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４
 
現
有
処
理
施
設
の
概
要
 

(1
) 

焼
却
工
場
 

名
 
 
称
 

所
 
在
 
地
 

敷
地
面
積
 

建
物
延
床
面
積
 

竣
工
年
月
日
 

焼
却
能
力
 

発
電
能
力
 

余
熱
利
用
施
設
概
要
 

鶴
見
工
場
 

鶴
見
区
末
広
町

1-
15
-1
 

60
,6
82
.8

㎡
 

42
,7
52
.5

㎡
 

平
成
７
年
３
月

31
日
 

設
備
能
力
 
1,
20
0t
/2
4h
 

22
,0
00
kＷ

 
高
齢
者
保
養
 

研
修
施
設
 

保
土
ケ
谷
工
場

※
 

保
土
ケ
谷
区
狩
場
町

35
5 

60
,4
20
.0

㎡
 

24
,7
79
.9

㎡
 

昭
和

55
年
６
月

30
日
 

設
備
能
力
 
1,
20
0t
/2
4h
 

破
砕
設
備
 
剪
断
式
 
60
t/
5h
 

(中
継
輸
送
設
備
 
33
6t
/日

) 
4,
20
0ｋ

Ｗ
 

温
水
プ
ー
ル
、
 

老
人
福
祉
セ
ン
タ
ー
 

旭
工
場
 

旭
区
白
根

2-
8-
1 

55
,7
21
.9

㎡
 

15
,9
24
.1

㎡
 

平
成

11
年
３
月

31
日
 

設
備
能
力
 
54
0t
/2
4h
 

破
砕
設
備
 
剪
断
式
 
37
.5
t/
5h
 

9,
00
0ｋ

Ｗ
 

温
水
プ
ー
ル
、
 

老
人
福
祉
セ
ン
タ
ー
 

金
沢
工
場
 

金
沢
区
幸
浦

2-
7-
1 

70
,0
00
.4

㎡
 

54
,0
22
.3

㎡
 

平
成

13
年
３
月

30
日
 

設
備
能
力
 
1,
20
0t
/2
4h
 

溶
融
能
力
 
60
t/
24
h 

35
,0
00
ｋ
Ｗ
 

温
水
プ
ー
ル
、
 

入
浴
施
設
等
 

都
筑
工
場
 

都
筑
区
平
台

27
-1
 

64
,2
00
.7

㎡
 

31
,0
80
.1

㎡
 

昭
和

59
年
３
月

31
日
 

設
備
能
力
 
1,
20
0t
/2
4h
 

破
砕
設
備
 
剪
断
式
 
60
t/
5h
 

 
 
 
 
 
 
回
転
式
 
20
t/
5h
 

12
,0
00
ｋ
Ｗ
 

温
水
プ
ー
ル
、
老
人
福
祉

セ
ン
タ
ー
、
障
害
者
研
修

保
養
セ
ン
タ
ー
、
地
域
療

育
セ
ン
タ
ー
、
地
区
セ
ン

タ
ー
 

 
※
保
土
ケ
谷
工
場
は
、
平
成

22
年
度
か
ら
一
時
休
止
し
、
中
継
輸
送
施
設
と
し
て
稼
動
中
 

(2
) 

輸
送
事
務
所
 

名
 
 
称
 

所
 
在
 
地
 

敷
地
面
積
 

建
物
延
床
面
積
 

竣
工
年
月
日
 

処
理
能
力
 

神
奈
川
輸
送
事
務
所
 

神
奈
川
区
新
浦
島
町

2-
4-
2 

車
両
課
内
 

2,
48
9.
1
㎡
 

平
成
６
年
３
月
 

40
0t
/日

 

戸
塚
輸
送
事
務
所
 

戸
塚
区
名
瀬
町

44
3-
1 

6,
05
5.
1
㎡
 

1,
82
0.
9
㎡
 

昭
和

62
年

12
月
 

20
0t
/日

 

神
明
台
輸
送
事
務
所
 

泉
区
池
の
谷

39
49
 

神
明
台
処
分
地
内
 

2,
50
3.
4
㎡
 

平
成
３
年
８
月
 

50
0t
/日

 

資 料 ４ 
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(3
) 

資
源
化
施
設
 

名
 
 
称
 

所
 
在
 
地
 

敷
地
面
積
 

建
物
延
床
面
積
 

竣
工
年
月
 

処
理
能
力
 

主
要
設
備
 

鶴
見
資
源
化
セ
ン
タ
ー
 

鶴
見
区
末
広
町

1-
15
-1
 

鶴
見
工
場
内
 

11
,5
11
.4

㎡
 

平
成
７
年
９
月
 

不
燃
性
粗
大
ご
み
 

10
0t
/5
h 

可
燃
性
粗
大
ご
み
 

15
0t
/5
h(
２
基
) 

資
源
ご
み
 

50
t/
5h
（
2
系
列
）
 

粗
大
施
設
：
回
転
式
破
砕
機
１
基
 

せ
ん
断
式
破
砕
機
２
基
 

選
別
施
設
：
破
袋
機
、
選
別
機
 

圧
縮
機
４
基
（
鉄
、
ア
ル
ミ
、
排
出
袋
、

ペ
ッ
ト
ボ
ト
ル
）
 

手
選
別
コ
ン
ベ
ア
３
基
 

緑
資
源
選
別
セ
ン
タ
ー
Ａ
棟
 

緑
区
上
山
町

1-
3-
1 

7,
37
7.
4
㎡
 

1,
22
1.
3
㎡
 

平
成
５
年
３
月
 

資
源
ご
み
 

25
t/
5h
（
２
系
列
）
 

破
袋
機
２
基
、
分
離
機
２
基
、
磁
選
機

３
基
、
ア
ル
ミ
選
別
機
１
基
、
手
選
別

コ
ン
ベ
ア
２
基
、
圧
縮
機
３
基
（
鉄
、

ア
ル
ミ
、
可
燃
物
）
 

緑
資
源
選
別
セ
ン
タ
ー
Ｂ
棟
 

緑
区
上
山
町

1-
3-
1 

4,
57
0.
7
㎡
 

平
成

10
年
３
月
 

資
源
ご
み
 

35
t/
5h
（
２
系
列
）
 

破
袋
機
２
基
、
分
離
機
２
基
、
磁
選
機

３
基
、
ア
ル
ミ
選
別
機
２
基
、
ト
ロ
ン

メ
ル
選
別
機
１
基
、
手
選
別
コ
ン
ベ
ア

２
基
、
圧
縮
機
４
基
（
鉄
、
ア
ル
ミ
、

可
燃
物
、
ペ
ッ
ト
ボ
ト
ル
）
 

金
沢
資
源
選
別
セ
ン
タ
ー
 

金
沢
区
幸
浦

2-
7-
1 

1,
88
5.
44

㎡
 

1,
88
5.
44

㎡
 

平
成

14
年
３
月
 

資
源
ご
み
 

60
t/
5h
（
２
系
列
）
 

破
袋
除
袋
機
１
基
、
手
選
別
コ
ン
ベ
ア

１
基
、
圧
縮
機
２
基
（
ペ
ッ
ト
ボ
ト
ル
、

可
燃
物
）
 

戸
塚
資
源
選
別
セ
ン
タ
ー
 

戸
塚
区
上
矢
部
町

19
21
-1
2 

5,
10
4.
5
㎡
 

5,
10
4.
5
㎡
 

平
成
７
年
６
月
 

資
源
ご
み
（
受
入
能
力
） 

30
t/
5h
（
１
系
列
）
 

破
袋
機
２
基
、
分
離
機
４
基
、
磁
選
機

３
基
、
ア
ル
ミ
選
別
機
１
基
、
手
選
別

コ
ン
ベ
ア
２
基
、
振
動
ふ
る
い
１
基
、

圧
縮
機
５
基
（
鉄
、
ア
ル
ミ
、
可
燃
物
、

ペ
ッ
ト
ボ
ト
ル
）
 

グ
リ
ー
ン
コ
ン
ポ
ス
ト
 

泉
区
池
の
谷

34
94
 

神
明
台
処
分
地
内
 

神
明
台
処
分
地
内
 

平
成
４
年

11
月
 

樹
木
せ
ん
定
枝
 

50
t/
5h
 

破
砕
機
１
基
、
粉
砕
機
１
基
、
自
動
定

量
袋
詰
め
装
置
１
式
 

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド

42
1
㎡
、
野
積
み

場
10
,0
00

㎡
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(4
) 

最
終
処
分
場
 

名
 
 
称
 

所
 
在
 
地
 

面
 
 
積
 

開
 設

 時
 期

 

南
本
牧
廃
棄
物
最
終
処
分
場
 

中
区
南
本
牧
４
 

21
0,
00
0
㎡
 

平
成
５
年

11
月
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 様
式
１

 

循
環
型
社
会
形
成
推
進
交
付
金
事
業
実
施
計
画
総
括
表
１
（
平
成
2
3
年
度
）

 
 １
 
地
域
の
概
要

 
 

 (
1)
地
域
名

 
横
浜
市

 
 (
2)
地
域
内
人
口

 
3,
68
1,
27
9 
  
人

 
 (
3)
地
域
面
積

 
43
4.
98
  
km

2  

 (
4)
構
成
市
町
村
等
名

 
 
横
浜
市

 
 (
5)
地
域
の
要
件

＊
 

 人
口
 
面
積
 
沖
縄
 
離
島
 
奄
美
 
豪
雪
 
山
村
 
半
島
 
過
疎
 
そ
の
他

 

 (
6)
構
成
市
町
村
に
一
部
事
務
組
合
等
が

 
  

含
ま
れ
る
場
合
、
当
該
組
合
の
状
況

 
 組

合
を
構
成
す
る
市
町
村
：
 
 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 設

立
（
予
定
）
年
月
日
：
 
 
 
 
 
年
 
 
月
 
 
日
設
立
、
認
可
予
定

 
 設

立
さ
れ
て
い
な
い
場
合
、
今
後
の
見
通
し
：

 
   
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

＊
 
交
付
要
綱
で
定
め
る
交
付
対
象
と
な
る
要
件
の
う
ち
、
該
当
す
る
項
目
全
て
に
○
を
付
け
る
。

 
２
 
一
般
廃
棄
物
の
減
量
化
、
再
生
利
用
の
現
状
と
目
標

 
 

  
指
標
・
単
位
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
  
  
年

 

過
去
の
状
況
・
現
状
（
排
出
量
に
対
す
る
割
合
）

 
目
 
標

 

平
成
16
年
度

 
平
成
17
年
度

 
平
成
18
年
度

 
平
成
19
年
度

 
平
成
20
年
度

 
平
成
21
年
度

 
平
成
30
年
度
 

排
出
量

 

 事
業
系
  
総
排
出
量
（
ト
ン
）

 
  

１
事
業
所
当
た
り
の
排
出
量
（
ﾄﾝ
/事

業
所
）

 
 生

活
系
  
総
排
出
量
（
ト
ン
）

 
  

１
人
当
た
り
の
排
出
量
（
kg
/人

）
 

 合
 
計
  
事
業
系
生
活
系
排
出
量
合
計
（
ト
ン
）

 

48
3,
38
0 

4
.
4
 

92
3,
06
6 

26
0 

1,
40
6,
44
6 

44
2,
88
4 

4
.
0
 

81
2,
17
3 

22
7 

1,
25
5,
05
7 

41
4,
91
6 

3
.
8
 

81
0,
49
1 

22
5 

1
,
2
2
5
,
4
0
7
 

39
4,
27
4 

3
.
6
 

78
3,
17
2 

21
6 

1,
17
7,
44
6 

35
5,
68
2 

3
.
2
 

76
9,
75
3 

21
1 

1,
12
5,
43
5 

34
6,
10
2 

3
.
1
 

75
2,
06
2 

20
5 

1,
09
8,
16
4 

31
4,
00
0(
H2
1比

 -
9%
) 

2
.
9
 

69
6,
00
0(
H2
1比

 -
8%
) 

18
6 

1,
01
0,
00
0(
H2
1比

 -
8%
) 

再
生
利
用
量

 
 直

接
資
源
化
量
（
ト
ン
）

 
 総

資
源
化
量
（
ト
ン
）

 
90
,8
19
(6
%)

 
22
5,
15
1 

19
1,
78
6(
15
%)

 
37
1,
14
2 

19
3,
47
9(
16
%)

 
38
8,
53
4 

19
0,
88
5(
16
%)

 
39
3,
98
7 

17
6,
05
8(
16
%)

 
37
9,
47
9 

16
8,
43
6(
15
%)

 
35
9,
98
4 

20
5,
00
0(
20
%)

 
41
5,
00
0 

エ
ネ
ル
ギ
ー
 

回
収
量

 

 エ
ネ
ル
ギ
ー
回
収
量
 

（
年
間
の
発
電
電
力
量
 
MW
h）

 
4
3
2
,
4
4
5
 

3
5
0
,
3
0
1
 

3
6
8
,
3
0
5
 

3
5
5
,
3
7
9
 

3
1
8
,
5
0
7
 

3
2
4
,
0
7
1
 

3
0
9
,
0
0
0
 M
Wh
 

中
間
処
理
に
よ
る
 

減
量
化
量

 
 減

量
化
量
（
中
間
処
理
前
後
の
差
 
ト
ン
）

 
1,
08
1,
20
6 

(7
7%
) 

88
3,
40
6 

(7
0%
) 

86
5,
97
2 

(7
1%
) 

83
7,
25
9 

(7
1%
) 

81
2,
37
3 

(7
2%
) 

79
3,
35
6 

(7
2%
) 

68
7,
00
0(
68
%)
 

最
終
処
分
量

 
 埋

立
最
終
処
分
量
（
ト
ン
）

 
22
2,
73
2 

(1
6%
) 

16
7,
37
1 

(1
3%
) 

15
1,
76
4 

(1
2%
) 

13
0,
42
3 

(1
1%
) 

11
5,
16
5 

(1
0%
) 

12
5,
59
5 

(1
1%
) 

10
0,
00
0(
10
%)

 

  
 
※
 別

添
資
料
と
し
て
指
標
と
人
口
等
の
要
因
に
関
す
る
ト
レ
ン
ド
グ
ラ
フ
を
添
付
す
る
。
（
別
紙
１
）
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３
 
一
般
廃
棄
物
処
理
施
設
の
現
況
と
更
新
、
廃
止
、
新
設
の
予
定

 
 

 
 
施

 
設

 
種

 
別

 
 
事

業
主

体
 

 
現

 
有

 
施

 
設

 の
 
内

 
容

 
 
更

新
、

廃
止

、
新

設
の

内
容

 
 

 
備

 
考

 
 
型

式
及

び
処

理
方

式
 
 

補
助

の
有

無
 
 処

理能
力（

単位
） 
 
開

始
年

月
 
 

更
新

、
廃

止
予

定
年

月
 
 
更
新
、
廃
止

、
新

設
理

由
 
 
型

式
及

び
処

理
方

式
 
 

施
設

竣
工

予
定

年
月
 
 
処
理
能
力
（
単
位
）
 

 焼
却
施
設
 

 
横
浜
市
 

都
筑
工
場
 

全
連
続
ス
ト
ー
カ
炉
 

有
 

1
,
2
0
0
t
/

日
 

S
5
9
.
4
 

H
2
4
.
3
 

耐
震
化
 

―
 

H
2
4
.
3
 

1
,
2
0
0
t
/
日
 

震
災
対
策
事
業
 

H
3
0
.
3
 

長
寿
命
化
 

―
 

H
3
0
.
3
 

1
,
2
0
0
t
/
日
 

基
幹
的
設
備
 

改
良
事
業
 

焼
却
施
設
 

横
浜
市
 

鶴
見
工
場
 

全
連
続
ス
ト
ー
カ
炉
 

有
 

1
,
2
0
0
t
/

日
 

H
7
.
4
 

H
3
4
.
3
 

（
予
定
）
 

長
寿
命
化
 

―
 

H
3
4
.
3
 

（
予
定
）
 

1
,
2
0
0
t
/
日
 

基
幹
的
設
備
 

改
良
事
業
 

焼
却
施
設
 

横
浜
市
 

保
土
ケ
谷
工
場
 

全
連
続
ス
ト
ー
カ
炉
 

有
 

1
,
2
0
0
t
/

日
 

S
5
5
.
7
 

―
 

現
在
休
止
中
 

焼
却
施
設
 

横
浜
市
 

旭
工
場
 

全
連
続
ス
ト
ー
カ
炉
 

有
 

5
4
0
t
/
日
 

H
1
1
.
4
 

―
 

焼
却
施
設
 

横
浜
市
 

金
沢
工
場
 

全
連
続
ス
ト
ー
カ
炉
 

有
 

1
,
2
0
0
t
/

日
 

H
1
3
.
4
 

―
 

資
源
化
施
設
 

横
浜
市
 

鶴
見
資
源
化
セ
ン
タ

ー
 

有
 

5
0
t
/
5
h
 

H
7
.
9
 

―
 

資
源
化
施
設
 

横
浜
市
 

緑
資
源
選
別
セ
ン
タ

ー
Ａ
棟
 

無
 

2
5
t
/
5
h
 

H
5
.
3
 

―
 

緑
資
源
選
別
セ
ン
タ

ー
Ｂ
棟
 

有
 

3
5
t
/
5
h
 

H
1
0
.
3
 

―
 

資
源
化
施
設
 

 
横
浜
市
 

 

金
沢
資
源
選
別
セ
ン

タ
ー
 

有
 

3
0
t
/
5
h
 

H
1
4
.
3
 

―
 

資
源
化
施
設
 

 
横
浜
市
 

 

戸
塚
資
源
選
別
セ
ン

タ
ー
 

無
 

6
0
t
/
5
h
 

H
7
.
6
 

―
 

最
終
処
分
場
 

（
第
２
ブ
ロ
ッ
ク
）
 

横
浜
市
 

海
面
埋
立
 

有
 

 
4
2
7
万
㎥
 

 
H
5
.
1
1
 

H
2
9
.
9
 

埋
立
量
の
増
加
 

―
 

H
2
9
.
9
 

埋
立
量
2
5
万

㎥
分
増
量
 

最
終
処
分
場
再
生

事
業
 

最
終
処
分
場
 

（
第
５
ブ
ロ
ッ
ク
）
 

横
浜
市
 

―
 

―
 

―
 

―
 

H
2
9
.
1
0
 

排
水
処
理
施
設
 

海
面
埋
立
 

H
2
9
.
9
 

4
0
0
万
㎥
 

排
水
処
理
施
設

1
,
5
0
0
㎥
/
日
 

神
明
台
処
分
地
 

横
浜
市
 

内
陸
埋
立
 

有
 

約
6
8
0
万

㎥
 

（
1～

7次
）
 

S
4
8
.
1
0
 

―
 

H
2
3
.
3
受
入
終
了
 

 ※
 計

画
地
域
内
の
施
設
の
状
況
（
現
況
、
予
定
）
を
地
図
上
に
示
し
た
も
の
を
添
付
。
（
別
紙
２
）
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４
 
生
活
排
水
処
理
の
現
状
と
目
標

 
    指

標
・
単
位
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
年
 

過
 
去
 
の
 
状
 
況
 
・
 
現
 
状

 
目
標

 

平
成
16
年
度

 
平
成
17
年
度

 
平
成
18
年
度

 
平
成
19
年
度

 
平
成
20
年
度

 
平
成
21
年
度

 
平
成
30
年
度
 

 総
人
口

 
 

3,
56
2,
28
1 

3,
58
6,
62
8 

3,
60
9,
07
8 

3,
63
5,
03
3 

3,
65
9,
01
0 

3,
67
2,
98
5 

3
,
73
5
,
0
0
0
 

 公
共

下
水

道
  

汚
水
衛
生
処
理
人
口

 
 汚

水
衛
生
処
理
率
又
は
汚
水
処
理
人
口
普
及
率

 
3,
52
2,
73
8 

98
.9
% 

3,
55
07
13
 

99
.0
% 

3,
57
6,
03
6 

99
.1
% 

3,
60
5,
31
4 

99
.2
% 

3,
63
0,
69
4 

99
.2
% 

3,
64
6,
22
3 

99
.3
% 

3
,
7
2
1
,
0
0
0
 

9
9
.
6
%
 

 集
落

排
水

施
設

等
  

汚
水
衛
生
処
理
人
口

 
 汚

水
衛
生
処
理
率
又
は
汚
水
処
理
人
口
普
及
率

 
0 0%
 

0 0%
 

0 0%
 

0 0%
 

0 0%
 

0 0%
 

0 0%
 

 合
併

処
理

浄
化

槽
等

  
汚
水
衛
生
処
理
人
口

 
 汚

水
衛
生
処
理
率
又
は
汚
水
処
理
人
口
普
及
率

 
6,
42
8 

0.
2%
 

6,
39
8 

0.
2%
 

6,
53
1 

0.
2%
 

6,
50
0 

0.
2%
 

6,
69
9 

0.
2%
 

6,
85
3 

0.
2%
 

2,
00
0 

0.
1%
 

 未
処

理
人

口
  

汚
水
衛
生
未
処
理
人
口

 
33
,1
15
 

29
.5
17
 

26
,5
11
 

23
,2
19
 

21
,6
17
 

19
,9
09
 

12
,0
00
 

  
 
※
 別

添
資
料
と
し
て
指
標
と
人
口
等
の
要
因
に
関
す
る
ト
レ
ン
ド
グ
ラ
フ
を
添
付
。
（
別
紙
３
－
１
～
２
）
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※目標年度までは、直線補完等によりトレンドを作成

一般廃棄物の指標と人口等の要因に関するトレンドグラフ
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別 紙 １
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施設の現況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 保土ケ谷工場は、平成 22 年度から一時休止し、中継輸送施設として稼動中 

※２ 神明台処分地は、平成 22 年度末に埋立終了 

別 紙 ２ 

(３Ｒ夢ひろば 金沢) 

(３Ｒ夢ひろば つづき) 

(３Ｒ夢ひろば あさひ) (３Ｒ夢ひろば 鶴見) 
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生活排水処理の指標と人口等の要因に関するトレンドグラフ
※平成30年度の値は、平成16年度から平成21年度までの実績を基に推計

くみ取り人口の推移　

合併処理浄化槽人口の推移　

単独処理浄化槽人口の推移

※目標年度までは、直線補完等によりトレンドを作成

0

2,000

4,000
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別 紙 ３
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18,000
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様
 式

 ２

事
　

業
　

名
　

称
単 位

開
始

終
了

平
成

２
３

年
度

平
成

２
４

年
度

平
成

２
５

年
度

平
成

２
６

年
度

平
成

２
７

年
度

平
成

２
８

年
度

平
成

２
９

年
度

平
成

２
３

年
度

平
成

２
４

年
度

平
成

２
５

年
度

平
成

２
６

年
度

平
成

２
７

年
度

平
成

２
８

年
度

平
成

２
９

年
度

6
9
3
,3

4
5

6
9
3
,3

4
5

0
0

0
0

0
0

2
1
0
,3

2
0

2
1
0
,3

2
0

0
0

0
0

0
0

1
横

浜
市

－
H

2
2

H
2
3

6
9
3
,3

4
5

6
9
3
,3

4
5

0
0

0
0

0
0

2
1
0
,3

2
0

2
1
0
,3

2
0

0
0

0
0

0
0

耐
震

工
事

(H
2
2
～

H
2
3
)

　
総

事
業

費
　

9
3
3
,3

4
5
,0

0
0
円

　
交

付
対

象
　

3
9
0
,3

2
0
,0

0
0
円

5
,7

6
9
,3

6
6

0
0

0
2
7
4
,9

9
5

2
,5

1
1
,3

2
4

1
,8

9
7
,3

4
4

1
,0

8
5
,7

0
3

3
,8

9
6
,5

9
4

0
0

0
2
6
3
,0

2
2

1
,5

9
8
,0

0
8

1
,3

2
3
,9

7
2

7
1
1
,5

9
2

2
横

浜
市

－
H

2
6

H
2
9

5
,7

6
9
,3

6
6

0
0

0
2
7
4
,9

9
5

2
,5

1
1
,3

2
4

1
,8

9
7
,3

4
4

1
,0

8
5
,7

0
3

3
,8

9
6
,5

9
4

0
0

0
2
6
3
,0

2
2

1
,5

9
8
,0

0
8

1
,3

2
3
,9

7
2

7
1
1
,5

9
2

2
7
年

度
以

降
は

、
二

酸
化

炭
素

排
出

抑
制

対
策

事
業

費
交

付
金

を
活

用

6
,0

9
8
,8

0
8

0
0

2
0
,0

9
0

2
,7

2
8
,1

9
9

6
9
4
,5

4
7

1
,6

8
7
,9

7
2

9
6
8
,0

0
0

5
,4

2
1
,6

5
1

0
0

0
2
,5

7
3
,4

6
0

5
1
9
,2

1
6

1
,4

4
5
,6

6
1

8
8
3
,3

1
4

3
横

浜
市

－
Ｈ

2
6

H
2
9

6
,0

9
8
,8

0
8

0
0

2
0
,0

9
0

2
,7

2
8
,1

9
9

6
9
4
,5

4
7

1
,6

8
7
,9

7
2

9
6
8
,0

0
0

5
,4

2
1
,6

5
1

0
0

0
2
,5

7
3
,4

6
0

5
1
9
,2

1
6

1
,4

4
5
,6

6
1

8
8
3
,3

1
4

3
,7

9
2
,9

0
5

0
0

0
5
3
5
,8

2
8

4
9
5
,7

1
2

1
,3

2
2
,9

9
3

1
,4

3
8
,3

7
2

1
,9

1
1
,4

3
8

0
0

0
3
4
1
,2

0
8

8
5
,9

1
7

6
6
0
,6

3
9

8
2
3
,6

7
4

4
横

浜
市

－
Ｈ

2
6

H
2
9

3
,7

9
2
,9

0
5

0
0

0
5
3
5
,8

2
8

4
9
5
,7

1
2

1
,3

2
2
,9

9
3

1
,4

3
8
,3

7
2

1
,9

1
1
,4

3
8

0
0

0
3
4
1
,2

0
8

8
5
,9

1
7

6
6
0
,6

3
9

8
2
3
,6

7
4

総
事

業
費

(H
3
0
以

降
を

含
む

）
　

　
　

　
　

　
　

　
 6

,4
8
9
,0

0
0
千

円
交

付
対

象
　

　
3
,5

0
8
,0

0
0
千

円

6
,0

6
9

0
0

6
,0

6
9

0
0

0
0

6
,0

6
9

0
0

6
,0

6
9

0
0

0
0

5
横

浜
市

－
H

2
5

H
2
5

6
,0

6
9

0
0

6
,0

6
9

0
0

0
0

6
,0

6
9

0
0

6
,0

6
9

0
0

0
0

1
6
,3

6
0
,4

9
3

6
9
3
,3

4
5

0
2
6
,1

5
9

3
,5

3
9
,0

2
2

3
,7

0
1
,5

8
3

4
,9

0
8
,3

0
9

3
,4

9
2
,0

7
5

1
1
,4

4
6
,0

7
2

2
1
0
,3

2
0

0
6
,0

6
9

3
,1

7
7
,6

9
0

2
,2

0
3
,1

4
1

3
,4

3
0
,2

7
2

2
,4

1
8
,5

8
0

循
環

型
社

会
形

成
推

進
交

付
金

事
業

実
施

計
画

総
括

表
２

（
平

成
２

３
年

度
）

事
業

主
体

名
　

　
　

称
※

２

事
業

期
間

交
付

期
間

備
　

　
考

事
　

業
　

種
　

別
規

　
模

事
業

番
号

※
１

総
事

業
費

（
千

円
）

交
付

対
象

事
業

費
（
千

円
）

○
廃

棄
物

処
理

施
設

耐
震

化
事

業

○
基

幹
的

設
備

改
良

に
関

す
る

事
業

都
筑

工
場

震
災

対
策

事
業

○
最

終
処

分
場

再
生

事
業

都
筑

工
場

長
寿

命
化

対
策

事
業

南
本

牧
第

２
ブ

ロ
ッ

ク
廃

棄
物

最
終

処
分

場
減

容
化

対
策

事
業

○
最

終
処

分
に

関
す

る
事

業

南
本

牧
第

５
ブ

ロ
ッ

ク
廃

棄
物

最
終

処
分

場
排

水
処

理
施

設
等

整
備

事
業

○
廃

棄
物

処
理

施
設

に
お

け
る

　
 長

寿
命

化
総

合
計

画
支

援
事

業

都
筑

工
場

長
寿

命
化

計
画

等
策

定
事

業

合
  

  
 　

　
計
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様 式 ３

開
始

終
了

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

マスコットキャラクターやキャッ
チコピー・ロゴ等を活用した広
報・啓発活動の実施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

事務所・工場による出前講座の対
象の拡充、内容の充実

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

情報発信・環境学習の拠点として
の事務所機能の充実・強化

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

地域のイベントへの出展、事務
所・工場主催イベントでの情報提
供

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

店頭啓発、駅頭キャンペーン、早
朝啓発の実施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

ホームページの開設やメールマガ
ジンの配信などリデュースの啓発
強化

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

生ごみの水切り等に関する情報提
供の充実

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

収集車両を活用した効果的な情報
提供

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

民間の広報媒体の活用 横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

温室効果ガス削減効果等の啓発拠
点等での情報提供

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

組成や３Ｒの効果など分析に基づ
くデータの拠点啓発等への情報提
供

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

一般廃棄物会計基準に基づくごみ
処理原価計算の導入検討とごみ処
理費用に係る情報提供の実施

横浜市
Ｈ
26

Ｈ
29

転入者向け分別相談窓口の充実・
強化

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

外国人向けパンフレット（９か国
語対応）の作成・配布

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

国際交流ラウンジ等外国人コミュ
ニティでの出前講座の実施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

大学生や市民ボランティアと連携
した外国人への普及啓発

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

高齢者向け広報紙の作成・配布 横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

高齢者を対象にした出前講座の実
施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

ホームページ等による事業者への
情報提供の実施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

備考
実施
主体

事業
期間

事業計画交付
金必
要の
要否

地域の循環型社会形成推進のための施策一覧

施策種別
事業
番号

施策の名称等 施策の内容

発生抑制・
再使用の推
進

ごみ・環境情報
の積極的な提供

11

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

検討・推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

検討・推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進
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様 式 ３

開
始

終
了

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

備考
実施
主体

事業
期間

事業計画交付
金必
要の
要否

地域の循環型社会形成推進のための施策一覧

施策種別
事業
番号

施策の名称等 施策の内容

大規模事業者の廃棄物管理者を対
象にした研修会の実施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

各種業界団体や学校などへの出前
講座の実施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

事務所・工場による出前講座の対
象の拡充、内容の充実（再掲）

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

情報発信・環境学習の拠点として
の事務所機能の充実・強化（再
掲）

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

工場見学の更なる改善、啓発コー
ナーの拡充等工場の啓発機能の充
実・強化（再掲）

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

店頭啓発、駅頭キャンペーン、早
朝啓発の実施（再掲）

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

リサイクルコミュニティセンター
のあり方の検討

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
25

普及啓発や環境学習施策の整理と
充実・強化

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

市民ニーズを踏まえた環境学習
ホームページへの改善

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

新たな視点の検討など環境副読本
の内容の改善

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

事務所・工場による出前講座の対
象の拡充、内容の充実（再掲）

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

情報発信・環境学習の拠点として
の事務所機能の充実・強化（再
掲）

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

工場見学の更なる改善、啓発コー
ナーの充実等工場の啓発機能の充
実・強化（再掲）

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

国際交流ラウンジ等外国人コミュ
ニティでの出前講座の実施（再
掲）

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

高齢者を対象にした出前講座の実
施（再掲）

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

最終処分場の見学受入の推進 横浜市
Ｈ
22

Ｈ
29

学校における環境学習の取組への
支援

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

市民の具体的な行動目標の設定と
ＰＲ

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

地域人材を中心とした新たな推進
体制の確立

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

ごみ・環境情報
の積極的な提供

11

発生抑制・
再使用の推
進

地域に密着した
情報発信等

12

13
環境行動を実践
する人づくり

推進

推進

推進

推進

推進

推進

検討

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

検討

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進
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様 式 ３

開
始

終
了

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

地域の循環型社会形成推進のための施策一覧

施策種別
事業
番号

施策の名称等 施策の内容 備考
実施
主体

事業
期間

事業計画交付
金必
要の
要否

３Ｒ行動の推進者に対する表彰の
実施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

店頭啓発、駅頭キャンペーン、早
朝啓発の実施（再掲）

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

市・区Ｇ３０推進本部会議に替わ
る新たな推進体制の確立

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

チャレンジ・ザ・リデュース共同
アピールの発表

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

リデュースの推進組織（「ヨコハ

マＲ
リデュース

ひろば」）の設置と運営
横浜市

Ｈ
23

Ｈ
29

ホームページの開設やメールマガ
ジンの配信などリデュースの啓発
強化(再)

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

Ｇ３０エコパートナー協定の「ヨ

コハマＲ
リデュース

ひろば」への移行とリ

ニューアル

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

イベント等におけるリユース食器
の利用促進

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

容器包装類の削減の推進 横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

食べ残しの削減や生ごみの水切り
の推進

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

リデュース行動推進に向けたシン
ポジウムやイベントの開催

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

マイバッグ、マイ箸、マイボト
ル、マイカップの利用拡大

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

他都市調査の実施など生活系ごみ
有料化の検討

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

粗大ごみ処理手数料の見直しの検
討

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

16 生活排水対策
適正な浄化槽使用の広報・啓発活
動の実施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

分別状況の悪い集積場所の集中的
な調査・指導

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

分別説明会の開催、ポスターの掲
示や各世帯への回覧、集積場所で
の啓発・指導の強化

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

その他の紙やプラスチック製容器
包装に関する分かりやすいチラシ
の作製・配布

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

最も望ましいリサイクル手法の検
討とリサイクルの確実な実施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

発生抑制・
再使用の推
進

処理体制
（生活排水
処理含む）

環境行動を実践
する人づくり

13

市民・事業者・
行政の協働によ
るリデュースの
推進

14

15

【生活系ごみの
処理体制の現状
と今後】分別の
状況

21

経済的手法等の
検討

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

検討

検討

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

検討

検討

推進
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様 式 ３

開
始

終
了

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

備考
実施
主体

事業
期間

事業計画交付
金必
要の
要否

地域の循環型社会形成推進のための施策一覧

施策種別
事業
番号

施策の名称等 施策の内容

リサイクル事業者に対する履行確
認の実施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

生ごみコンポスト容器等購入助成
の実施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

ホームページの開設やメールマガ
ジンの配信などリデュースの啓発
強化（再掲）

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

生ごみの水切り等に関する情報提
供の充実（再掲）

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

リサイクル状況に関する情報提供
の実施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

安全で安定した焼却処理 横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

最終処分場の適正な管理 横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

処分場延命化のための焼却灰の有
効利用

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

災害時に備えたごみ処理体制の確
立

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

ごみ発電の効率化 横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

ごみ発電エネルギーの安定供給と
売電収入の確保

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

工場の運営管理の効率化 横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

最終処分場の運営管理の効率化 横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

工場や最終処分場の適正な維持管
理に資する環境調査の実施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

ごみ組成調査の実施 横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

リサイクル技術、処理・処分技術
の調査・研究

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

家庭から排出される医療系廃棄物
の自主回収の拡大に向けた医療機
関等への働きかけと市民への周知

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

排出禁止物の事業者回収につい
て、市民に対する周知の徹底

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

適正処理困難物の事業者回収の法
整備に向けた働きかけ

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

【生活系ごみの
処理体制の現状
と今後】
処理・処分の状
況

処理体制
（生活排水
処理含む）

【生活系ごみの
処理体制の現状
と今後】分別の
状況

【生活系ごみの
処理体制の現状
と今後】
事業者回収の促
進

22

21

23

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

調査・研究

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

調査・研究
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様 式 ３

開
始

終
了

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

備考
実施
主体

事業
期間

事業計画交付
金必
要の
要否

地域の循環型社会形成推進のための施策一覧

施策種別
事業
番号

施策の名称等 施策の内容

24

【生活系ごみの処
理体制の現状と今
後】
資源集団回収の推
進

資源集団回収の未実施地域への働
きかけ（資源集団回収による古紙
回収率100％）

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

資源回収ボックスの適正配置の検
討・実施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

事務所のセンターリサイクルにお
ける資源物回収の実施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

バイオガス化実証実験の検証と今
後のあり方の検討

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

希少金属（レアメタル）含有製品
の効率的な回収・リサイクル手法
の検討・実施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

民間施設を活用したせん定枝のリ
サイクルの検討

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

廃食用油の拠点回収の実施 横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

プラスチック製品のリサイクル手
法調査の実施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

陶磁器くずのリサイクル手法調査
の実施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

食品廃棄物のリデュース・リサイ
クルの促進

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

食品廃棄物の多量排出事業所の実
態調査

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

せん定枝のリサイクルルートへの
誘導

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

グリーンコンポスト施設のあり方
の検討

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

共通ルールの周知と３Ｒ・適正処
理の徹底

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

一般廃棄物処理手数料の見直し検
討

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

焼却工場での搬入物検査による分
別指導の徹底

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

事業者を対象とした講習会の実施 横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

中小事業所も含めた立入調査等に
よる個別指導の徹底

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

33

【事業系ごみの処
理体制の現状と今
後】
環境行動を実践す
る事業者との連携

大規模事業者に加えて、中小事業
所や各種団体も視野に入れた表彰
制度の検討

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

【生活系ごみの
処理体制の現状
と今後】
資源回収拠点の
整備

32

【事業系ごみの
処理体制の現状
と今後】
事業系ごみの適
正処理

25

【生活系ごみの
処理体制の現状
と今後】
新たなリサイク
ル

処理体制
（生活排水
処理含む）

【事業系ごみの
処理体制の現状
と今後】
事業系ごみの減
量・リサイクル

31

26

検討・推進

推進

推進

実証実験・拡大検討・本格実施

検討・実施

推進

調査

調査

推進

調査

推進

検討

推進

調査・検討・実施

推進

検討・拡大実施

推進

推進

検討・実施

検討・推進

推進

推進

実証実験・実現可能性検討

検討・実施

推進

調査

調査

推進

調査

推進

検討

推進

調査・検討・実施

推進

検討・拡大実施

推進

推進

検討・実施
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様 式 ３

開
始

終
了

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

備考
実施
主体

事業
期間

事業計画交付
金必
要の
要否

地域の循環型社会形成推進のための施策一覧

施策種別
事業
番号

施策の名称等 施策の内容

33

【事業系ごみの処
理体制の現状と今
後】
環境行動を実践す
る事業者との連携

ホームページなどを活用した事業
者の取組の紹介

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

排出事業者に対する定期的な情報
提供

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

多量排出事業者に対する個別的な
働きかけ

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

排出事業者に対するリサイクル施
設に関する情報の発信

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

リサイクル施設への定期的な立入
調査と指導

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

衛生的なし尿処理の推進 横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

下水道処理区域の汲み取り便所に
ついて、適正な受益者負担のあり
方の検討

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

浄化槽設置者及び浄化槽管理者に
対する指導

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

大型浄化槽の水質検査等の実施 横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

浄化槽清掃業許可業者による清掃
の実施及び発生汚泥の適切な処理
の推進

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

災害時に適切な対応が行えるよう
な、必要な体制の整備

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

災害時のし尿対策の情報提供や普
及啓発

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

既存工場の長寿命化の検討 横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

既存工場の大規模改修の必要性の
検討

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

安定性・効率性を考慮した適切な
施設配備のあり方の検討

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

埋立物の飛散防止対策や浸出水の
高度処理など環境保全対策の推進

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

最終処分場周辺の環境調査の実施
と結果の公表

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

埋立を終了した処分場の暫定利用
の検討および推進

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

南本牧第２ブロックの延命化に向
けた取組の実施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

【生活排水処理
の現状と今後】
浄化槽維持管理

36

【生活排水処理
の現状と今後】
し尿処理

【生活排水処理
の現状と今後】
災害時のし尿対
策

処理体制
（生活排水
処理含む）

【事業系ごみの
処理体制の現状
と今後】
リサイクル事業
者等の育成

34

35

37

【今後の処理体
制の要点】
安全で安定した
処理・処分

41

推進

推進

推進

推進

推進

検討

検討

検討

推進

推進

検討・推進

推進

推進

検討

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

検討

検討

検討

推進

推進

検討・推進

推進

推進

検討

推進

推進

推進

推進

推進
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様 式 ３

開
始

終
了

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

備考
実施
主体

事業
期間

事業計画交付
金必
要の
要否

地域の循環型社会形成推進のための施策一覧

施策種別
事業
番号

施策の名称等 施策の内容

南本牧第５ブロックの整備 横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

金沢工場灰溶融施設での焼却灰溶
融スラグ化等の実施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

民間施設での処理委託による焼却
灰リサイクルの実施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

焼却灰の新たなリサイクル手法の
検討

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

災害時に備えたごみ処理体制の確
保

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

42

【今後の処理体制
の要点】
資源物の中間処理
施設の整備・運営

資源物の中間処理施設の整備と適
正な管理運営

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

適切な工場運転計画の立案とごみ
の搬入調整の実施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

省エネルギー化の推進 横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

生ごみ水切り等に関する情報提供
の充実（再掲）

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

収集作業時の温室効果ガス削減及
び騒音低減に資する電動（架装）
収集車の試験的導入

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

温室効果ガス排出量が多い収集車
の段階的廃止

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

許可業者に対する環境対策車両導
入促進補助制度の情報提供

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

プラスチック製容器包装の委託実
施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

缶・びん・ペットボトルの委託の
拡大検討・実施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

適切な工場運転計画の立案とごみ
の搬入調整の実施（再掲）

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

売電単価の高い時間帯での発電量
増加対策の実施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

競争入札の活用による売電収入の
確保

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

職員の技術向上による運転操作業
務の効率化

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

効率的な運営管理の検討 横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

【今後の処理体
制の要点】
ごみ処理におけ
る環境負荷の低
減

44
【今後の処理体
制の要点】
運営の効率化

処理体制
（生活排水
処理含む）

43

【今後の処理体
制の要点】
安全で安定した
処理・処分

41

推進

推進

推進

検討

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

一部実施・拡大検討

一部実施・拡大検討

推進

推進

推進

推進

検討

整備・運営

推進

推進

推進

検討

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

一部実施・拡大検討

一部実施・拡大検討

推進

推進

推進

推進

検討

整備・運営
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様 式 ３

開
始

終
了

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

備考
実施
主体

事業
期間

事業計画交付
金必
要の
要否

地域の循環型社会形成推進のための施策一覧

施策種別
事業
番号

施策の名称等 施策の内容

各種法令等に基づく適切な環境調
査の実施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

施策効果の把握・検証等に資する
ごみ組成調査の実施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

温室効果ガス削減効果等の推計 横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

環境負荷低減効果やコスト削減効
果に関する分かりやすい評価指標
の検討

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

生ごみやせん定枝・草、焼却灰等
に関する新たなリサイクルや処
理・処分技術の調査・研究と開発

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

1
都筑工場震災対
策
事業

都筑工場における耐震補強等改修
工事

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
23

○

2
都筑工場長寿命
化対策事業

都筑工場の基幹的設備の改良によ
る長寿命化工事

横浜市
Ｈ
26

Ｈ
29

○

3

南本牧第２ブ
ロック廃棄物最
終処分場減容化
対策事業

南本牧第２ブロック廃棄物最終処
分場における高密度化工事

横浜市
Ｈ
26

Ｈ
29

○

4

南本牧第５ブロッ
ク廃棄物最終処分
場排水処理施設等
整備事業

南本牧第５ブロック廃棄物最終処
分場新規排水処理施設等整備工事

横浜市
Ｈ
26

Ｈ
29

○

5
都筑工場長寿命
化計画等策定事
業

都筑工場の長寿命化計画の作成と
発注仕様書の作成

横浜市
Ｈ
25

Ｈ
25

○

ふれあい収集の拡充及び新たな
サービス提供の検討

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

粗大ごみ持ち出し収集の拡充 横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

狭路収集のエリアの拡大 横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

定時収集の検討・実施 横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

粗大ごみ携帯端末（モバイル）受
付システムの検討

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

戸別収集の検討 横浜市
Ｈ
26

Ｈ
29

市民の相談・啓発窓口としての事
務所機能の充実・強化

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

集中的な啓発・指導等による集積
場所改善の取組強化

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

集合住宅に対する継続的な分別啓
発の実施

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

処理体制
（生活排水
処理含む）

【今後の処理体
制の要点】
運営の効率化
３Ｒや適正処理
の推進に係る各
課調査・研究

45

処理施設の
整備

その他の施
策

地域コミュニ
ティの支援

52

51

市民ニーズに対
応したきめ細や
かなサービスの
提供

検討

推進

検討

推進

推進

推進

推進

推進

推進

検討

調査・研究・開発

推進

検討・実施

検討

推進

推進

検討

推進

推進

推進

推進

推進

推進

検討

調査・研究・開発

検討・実施

工事

(H22～)

検討

工事

工事

工事

検討
長寿命化

計画・

発注仕様書

33 / 39



様 式 ３

開
始

終
了

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

備考
実施
主体

事業
期間

事業計画交付
金必
要の
要否

地域の循環型社会形成推進のための施策一覧

施策種別
事業
番号

施策の名称等 施策の内容

52
地域コミュニ
ティの支援

区や事務所の広告紙やホームペー
ジを活用した地域の３Ｒ活動の広
報

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

「ポイ捨て・喫煙禁止条例」の周
知・啓発活動の推進

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

喫煙禁止地区の取組の実施状況及
び効果の検証

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

喫煙禁止地区の効果的かつ継続可
能な運用方法の構築

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

区役所と収集事務所の連携による
美化対策の推進

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

美化推進員による啓発・指導活動
の推進

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

地域の実情に合った自主的な美化
活動の支援

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

不法投棄多発地域の監視強化 横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

集中的な啓発・指導等による集積
場所改善の取組強化（再掲）

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

前払い方式の導入や品目拡大など
関係機関に対する家電リサイクル
制度の見直しの働きかけ（再掲）

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

国に対し放置自動車の撤去にかか
る費用負担軽減の働きかけ（再
掲）

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

広域避難場所へのトイレ対策の推
進

横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

ごみの仮置場の選定 横浜市
Ｈ
23

Ｈ
29

その他の施
策

53
地域と連携した
きれいなまちづ
くり

54
災害時の廃棄物
処理に関する事
項

検証

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

検証

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

34 / 39



【参考資料様式２】 

施設概要（エネルギー回収施設系） 
 

都道府県名 神奈川県  

(1) 事業主体名    横浜市 

(2) 施設名称 都筑工場（廃棄物処理施設耐震化事業） 

(3) 工期 
 平成 ２３ 年度 

 （事業全体：平成 ２２ 年度 ～ 平成 ２３ 年度） 

(4) 施設規模  処理能力 １，２００ｔ／日（４００ｔ／日×３炉） 

(5) 形式及び処理方式  全連続ストーカ炉 

(6) 余熱利用の計画 
 １．発電の有無    有（発電効率  ％） ・  無  

 ２．熱回収の有無      有（熱回収率  ％） ・  無  

(7) 地域計画内の役割 可燃ごみの焼却処理 

(8) 廃焼却施設解体   

工事の有無 
  有   無 

 

 「ごみ燃料化施設」を整備する場合 

(9) 燃料の利用計画  

 

 「メタンガス化施設」を整備する場合 

(10) バイオガス 

   熱利用率 
      ｋWh／ごみｔ 

(11) バイオガスの利用   

    計画 
 

 

(12) 事業計画額 693,345千円（総事業費：933,345千円） 
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【参考資料様式２】 

施設概要（エネルギー回収施設系） 
 

都道府県名 神奈川県  

(1) 事業主体名     横浜市 

(2) 施設名称  都筑工場（基幹的設備改良事業） 

(3) 工期  平成 ２６ 年度 ～ 平成 ２９ 年度 

(4) 施設規模  処理能力 １，２００ｔ／日（４００ｔ／日×３炉） 

(5) 形式及び処理方式 全連続ストーカ炉 

(6) 余熱利用の計画 
 １．発電の有無    有（発電効率 13.4 ％） ・  無  

 ２．熱回収の有無      有（熱回収率 22.8 ％） ・  無  

(7) 地域計画内の役割 
可燃ごみの焼却処理 

（CO₂削減率 23.3 ％） 

(8) 廃焼却施設解体   

工事の有無 
  有   無（一部の機械設備は撤去） 

 

 「ごみ燃料化施設」を整備する場合 

(9) 燃料の利用計画  

 

 「メタンガス化施設」を整備する場合 

(10) バイオガス 

   熱利用率 
      ｋWh／ごみｔ 

(11) バイオガスの利用   

    計画 
 

 

(12) 事業計画額 

5,769,366千円 

（このうち3,633,572千円については、二酸化炭素排出抑制対策事業費 

交付金を活用） 
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【参考資料様式４】 

施設概要（最終処分場系） 

都道府県名 神奈川県  

(1) 事業主体名     横浜市 

(2) 施設名称  南本牧第２ブロック廃棄物最終処分場 

(3) 工期  平成 ２６ 年度 ～ 平成 ２９ 年度 

(4) 処分場面積、容積 総面積 210,000 ｍ2 埋立面積 179,000 ｍ2 埋立容積 427万 ｍ3 

(5) 処分開始年度 

  及び終了年度 

 埋立開始  平成 ５ 年度 

 埋立終了  平成 ２９ 年度 

(6) 跡地利用計画  未定 

(7) 地域計画内の役割 
適正な廃棄物の最終処分 

（減容化による最終処分場の容量確保） 

(8) 廃焼却施設解体工事 

 の有無 
  有   無 

 

(9)事業計画額  6,098,808千円 
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【参考資料様式４】 

施設概要（最終処分場系） 

都道府県名 神奈川県  

(1) 事業主体名     横浜市 

(2) 施設名称  南本牧第５ブロック廃棄物最終処分場 

(3) 工期 
 平成 ２６ 年度 ～ 平成 ２９ 年度 

 （平成30年度以降順次排水処理施設の増強計画あり） 

(4) 処分場面積、容積 総面積 180,500 ｍ2 埋立面積 164,000 ｍ2 埋立容積 400万 ｍ3 

(5) 処分開始年度 

  及び終了年度 

 埋立開始  平成 29 年度 

 埋立終了  平成 79 年度 

(6) 跡地利用計画  未定 

(7) 地域計画内の役割  適正な廃棄物の最終処分 

(8) 廃焼却施設解体工事 

 の有無 
  有   無 

 

(9)事業計画額  3,792,905千円（総事業費(H30以降を含む)：6,489,000千円） 
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【参考資料様式７】 

計 画 支 援 概 要 

 

都道府県名 神奈川県  

(1) 事業主体名 横浜市 

(2) 事業目的    焼却施設の長寿命化 のため 

(3) 事業名称 
都筑工場長寿命化 

計画等策定事業 
  

(4) 事業期間 平成25年度   

 

 

 

 

(5) 事業概要 

 

 

 

 

 

 

焼却施設の基幹的設備 

改良のための長寿命化 

計画の策定と発注仕様 

書の作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 事業計画額 

 

 

 

 

 6,069千円 
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